
品川区指定管理者制度活用に係る基本方針の改定について

平成 15 年の地方自治法改正により、地方自治体が設置する「公の施設」の管理運営

を民間事業者に委ねることを可能とする指定管理者制度が創設された。 

区では、平成 17 年 7 月に基本方針を定め、制度導入により区民サービスの向上や管

理運営の効率化が見込める施設について、順次、導入を進めてきた。引き続き指定管理

者制度の円滑な運用を図るため、責任、リスク管理、透明性・公平性の向上の観点から

基本方針の改定を行う。

１ 主な改定内容

（１）区と指定管理者が負う責任の明示 

①区と指定管理者が施設の設置目的達成に向けて取り組むことを追加。 

②共同事業体および 1施設に複数の指定管理者を指定する場合、施設管理責任 

に係る協定の締結を追加。 

（２）リスク管理の徹底 

①不可抗力による施設の閉鎖や事業中止の対応等を追加。 

②議会での議決の結果、不指定となった場合の対応、指定の取り消し、業務の停  

止、指定管理者に組織再編（合併等）があった際の対応を追加。 

（３）制度運営の透明性・公平性の向上 

①選定結果等の公表事項を拡大。ただし、応募団体の営業・技術・信用の保護など

への配慮、および品川区情報公開・個人情報保護条例を踏まえる。 

②選定委員会を区職員による「予備委員会」と外部委員（有識者）を含めた「選定

委員会」の 2段階方式に変更。 

③公募によらない選定は連続 10 年までに制限することを追加。（令和 4 年度末に

指定管理期間の終期を迎える施設より適用。） 

④モニタリング・評価に、社会保険労務士や民間会社による調査など第三者評価 

の導入を明記。 

２ 施行年月日 

  令和 3年 4月 1日施行 

総 務 委 員 会 資 料 

令和３年４月１９日

企画部企画調整課 
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品川区指定管理者制度活用に係る基本方針 

１ 基本的な考え方 

区は、公の施設の管理運営について、管理委託制度の活用、業務委託手法の多様な導入等、施

設の設置目的に即しその効果的・効率的な運営を図るため、「民間の力」の活用に工夫を凝らし

てきた。 

平成15年の地方自治法の改正により、公の施設の管理について、これまでの管理委託制度が廃

止され、指定管理者制度が創設された。指定管理者制度の趣旨は、（1）利用者に合わせた多様
で満足度の高いサービスの提供、（2）多様化する区民ニーズに効果的・効率的に対応するための
民間事業者のノウハウの活用、（3）自治体の管理経費の節減である。 
区は、指定管理者制度創設後の平成17年7月に「品川区指定管理者制度活用に係る基本方針」

を策定し、効果的・効率的で質の高い区民サービスの提供を推進してきた。引き続き指定管理

者制度の円滑な運用を図るため、制度運営の透明性や公平性を図る規定、また、危機事象発生

時の対応について、基本方針の改定を行うものである。 

２ 活用の方針 

(1) 民間事業者の能力・ノウハウの活用 

指定管理者制度創設の趣旨は、多様化する区民ニーズを的確に捉えた満足度の高いサービスを

効果的・効率的に提供するため、公の施設の管理に民間事業者の能力やノウハウを活用しつつ、

区民サービスの向上と経費の節減等を図るものであり、区として、指定管理者制度を活用してい

く方針である。 

(2) 各主体の役割 

①区の役割 

区は、公の施設の設置者として、適切な管理と良質なサービスの提供を安定的・継続的に確

保することに責任を有する。指定管理者制度においては、指定管理者が区に代わって公の施設

の管理・運営などを行うが、施設の適切な運営や安全・安心な施設の確保においては、最終

的な責任を区が負う。 

そのため、施設の所管部局においては、日頃から指定管理者による施設の管理・運営状況

を的確に把握し、指定管理者が協定書に基づき、施設の設置目的達成に取り組むよう、モニ

タリング・評価することや、不可抗力による施設の閉鎖・事業の中止等に伴う事務・経費の

取り扱いについても検討する必要がある。 

②指定管理者の役割 

指定管理者は、区と同様に、公の施設の適切な管理と良質なサービスの提供を安定的・継続

的に確保することに責任を有する。その責務を果たすためにも、施設の設置目的に関連する法
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令他、労働関係や個人情報保護、情報公開等の施設の管理運営に関連する法令等を遵守する

必要がある。また、区との協定書を遵守するとともに、日頃から区とのコミュニケーション

を密に取り、区とともに施設の設置目的達成に向けて取り組むことが必要である。 

３ 指定管理者の選定 

（1）公募・選定 

①公募の原則

指定管理者候補者の公募・選定にあたっては、公募プロポーザル方式などにより複数の事業

者からの提案を受けることを原則とする。 

②非公募による選定 

  施設の目的や事業内容などに特別な理由がある場合は、公募によらず特定の事業者を選定す

ることができるものとする。ただし、公募によらない選定は、当初の運営期間終了後、連続し

て10年を限度とする。 

なお、本制限は令和４年度末に指定管理期間の終期を迎える施設より適用する。 

③１施設１指定管理者の原則 

指定管理者の公募・選定は、１施設あたり１指定管理者を原則とする。（効果的・効率的な

施設の運営・管理を図るため、図書館や自転車駐車場など同種の複数の施設について、１事

業者を指定管理者候補者とすることは可とする）    

（2）共同事業体等の公募・選定 

      共同事業体および１施設あたり複数の指定管理者の公募・選定も可能とするが、施設管理責

任の所在を明確に規定した協定書を事業者間で事前に取り交わすなど、包括的な責任者を決定

しておくこと。

（3）選定方法および選考基準 

指定管理者候補者の選定は、施設に即した具体的な選考基準を定め、当該選考基準に基づき

総合的な評価を行い、区にとって最適な事業者を選定するものとする。  

なお、選定方法および選考基準は募集要項等において事前に公表するものとする。  

（4）指定管理者候補者選定予備委員会 

指定管理者候補者の選定にあたっては、選定にかかる審議事項等を第一次に審議する機関と

して、指定管理者選定予備委員会（以下「選定予備委員会」という。）を設置する。選定予備

委員会はその審議結果を選定委員会に報告する。  

選定予備委員会は原則として施設ごとに各部局が設置し、委員を選定する。ただし、利用

状況、施設特性に類似性が見られるなど、同一の選定予備委員会で審議することに妥当性が

認められる場合は、複数の施設について一つの選定予備委員会で審議することを可能とする。 
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①選定予備委員会の委員構成 

委員長：施設を所管する部長等 

副委員長：施設を所管する課長等 

委員：関連する所管課長等 

※必要に応じて外部の有識者等を委員に加えることができる。 

②審議事項 

提案内容 

財務状況 

（5）指定管理者候補者選定委員会 

指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）は、選定予備委員会と同様に原則

施設ごとに各部局が設置し、委員を選定する。選定委員会は、選定予備委員会の審議結果を踏ま

えて総合的に審議・評価し、指定管理者候補者を選定する。 

    また、委員の報酬については附属機関の委員等の報酬を参考に各部局で定める。 

①選定委員会の委員構成 

委員長：企画部長または総務部長等 ※施設を所管する部長等は除く。 

委員：有識者委員（学識経験者・弁護士等）2名以上・選定予備委員会の委員長 

②審議事項 

選定予備委員会と同様 

（6）１事業者のみを選定委員会にて審議する場合 

公募の際、１事業者のみから応募があり、施設の適切な管理や良質なサービスの提供を見込め

ないと判断できる場合は、選定委員会の総意をもって当該事業者を選定せずに、再度公募を行う

ことができる。 

（7）指定の議決等 

指定管理者候補者の選定後、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ議会の議

決を経なければならない。 

①指定にあたって議決すべき事項 

公の施設の名称、指定管理者となる事業者の名称、指定の期間 

②指定後の手続き 

    議決後に「施設の設置条例の規定事項以外の事柄」および「施設を適切に管理するために区

として指定管理者との間で取り決めておくべき事項」について、協定書を締結する。 

指定期間全体に及ぶ基本的な事項については基本協定、各年度の内容を規定する事項については年

度協定で定めるものとする。 

③議決による不指定への対応 

  選定委員会で指定管理者候補者として選定された事業者が議会での議決の結果、指定管理者と
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して指定されなかった場合の対応について事前に定めておくものとする。 

（8）選定結果等の公表 

選定結果および選定理由ならびに選定予備委員会・選定委員会の会議録（審議内容は非公

開）を公表対象とする。

ただし、公表にあたっては、品川区情報公開・個人情報保護条例を踏まえるとともに、応募事

業者の営業・技術・信用の保護などを配慮するものとする。  

公表する情報 選定事業者 落選事業者 備 考 

応募事業者の名称 〇 ×  

候補者選定方式・理由 〇  

選定委員名簿 〇 氏名を含む 

会議要旨 〇  

評価項目・配点 〇  

採点表 〇 総合得点のみ 

４ 指定期間 

指定期間は、5 年を基本とするが、施設・設備の耐用年数または備品等の償却期間等により、 
指定期間に相当の配慮を必要とする場合は、5 年を超える期間を指定期間とすることができる。 

５ 指定管理者の管理（連携・指導） 

(1)事業計画書および事業報告書 

指定管理者は、年一回、事業計画書を提出しその承認を受けるものとする。また、指定管理

者は、年一回以上、事業報告書を提出するものとする。  

(2)指定管理者のモニタリング・評価 

①モニタリング・評価の必要性 

区は、区が設置した公の施設について安全かつ適正に管理運営を行うとともに、多様化す

る区民ニーズを的確に捉え、質の高いサービスを効率的に提供していくことが求められてい

る。 

これらの要請に応えるには、区として、指定管理者のサービス提供実態を的確に把握する

とともに、公の施設の管理運営にあたって継続的に業務改善を促していくことが必要であり、

そのためには区と指定管理者のコミュニケーションをさらに緊密なものとしていくことが

重要である。  



5 

②モニタリング・評価の目的・内容 

区は指定管理者とのコミュニケーションを促進するため、指定管理業務に関するモニタ

リング・評価を行い、改善点等の実施内容を年度協定等に反映することで、継続的な業務改

善を促し質の高い公共サービスを効率的に提供するとともに、公の施設の安全かつ適正な管

理を確保することとする。 

モニタリング・評価は、施設所管課および指定管理者によるセルフチェックである「自

己評価」、専門事業者による「利用者満足度調査」、社会保険労務士による「労働環境チ

ェック」の３つで構成される。 

③インセンティブの考え方 

インセンティブを付与することによって、利用者に合わせた多様で満足度の高いサービス

がより効率的に提供されたり、管理運営に係る経費が効果的に削減できたりすることが期待

できる場合には、インセンティブ方式の採用について積極的に検討するものとする。  

 (3)法に基づく調査等 

区は、必要があると認める場合には、地方自治法第 244 条の２第 10 項の規定に基づき指定

管理者に対して報告を求め、実地について調査し、または必要な指示を行うものとする。  

(4)情報公開および個人情報の保護 

①情報公開 

指定管理者が保有する当該指定管理業務に関する情報について情報公開の申請があった

場合、区および指定管理者はこれを協議し、品川区情報公開・個人情報保護条例に基づき

必要な措置を講じることとする。  

②個人情報の保護 

所管課は、指定管理者が管理運営業務の実施に伴い保有することとなった個人情報を適正

に取り扱うよう、個人情報保護について必要な措置を講じるものとする。  

(5) 緊急時の対応 

区および指定管理者は、施設における事件・事故、災害等の緊急事態の発生に備え、あら

かじめ危機管理体制を整備する。また、危機事象発生時においては、緊密な連携のもとで、

施設の保全・復旧作業、原因究明等を速やかに実施するものとする。 

(6) 環境負荷低減への取組

     指定管理者は、区と同様に、環境に関する法令等の遵守および区独自の仕組みである

「しながわエコリンク」（環境マネジメントシステム）に基づき、環境負荷の低減に向け

た適切な対応を講ずるものとする。 

(7) 障害を理由とする差別の解消の推進

指定管理者は、区と同様に、「品川区における障害を理由とする差別の解消の推進に関

する職員対応要領」に基づき適切な対応を講ずるものとする。 
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６ 公の施設の設置条例で規定すべき事項 

(1)施設の設置条例の制定または改正 

指定管理者制度を導入する際には、施設の設置条例の制定または改正を行わなければならな

い（地方自治法第244条の２第3項および第4項）。公の施設の設置条例で規定すべき事項は下

記の通りである。 

① 指定管理者の指定の手続（必須事項） 

ア 申請の方法、選定基準等

イ その他特に必要な事項 

②  管理の基準（必須事項） 

ア 開館時間、休館日、使用制限の要件等 

指定管理者のノウハウを活用できるよう、条例・規則等を規定すること。 

イ その他特に必要な事項

個人情報の取り扱い 

③  業務の範囲（必須事項） 

ア 事業の運営 

イ 施設の維持管理 

ウ 施設の使用許可（使用許可を業務範囲に含める場合） 

エ その他特に必要な事項 

④ 利用料金制の適否（選択事項） 

利用料金制を導入することによって指定管理者の自立的な経営および経営努力が見込まれ

る施設については、利用料金制の積極的な適用を図る。 

７ 指定の取り消し 

区は、指定管理者が次のいずれかに該当する場合、その指定を取り消し、または期間を定め

て業務の全部もしくは一部の停止を命ずることができる。なお、その場合は、選定委員会にて

審議するものとする。 

① 協定等に掲げる管理基準を満たさない場合 

② 指定管理者の責めに帰すべき理由により、管理の継続が困難となった場合またはその恐れが生

じた場合 

③ 施設の管理・運営にあたって必要な法令等を遵守しなかった場合 

④ 指定管理者から、管理の継続が困難である旨の届出が提出された場合 

⑤ その他区が必要と認める場合 
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８ 指定管理者に組織再編行為等が生じた場合の対応 

指定管理者が指定期間中に会社法等の法令に基づく組織再編行為（合併・分割）等を実施

する場合は、原則として当初の指定管理者としての指定を取り消し、改めて公募による選定

を行うものとする。

ただし、組織再編行為等により業務を承継した事業者に人員や事業計画等が引き継がれる

など、施設の管理運営体制の継続性が担保されていると選定委員会が判断した場合はこの限

りではない。 

９ 業務の引継ぎ 

指定期間の終了または指定の取り消しにより次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合には、 

施設の管理・運営に支障がないよう、引継ぎ期間を十分に確保し、新たな指定期間の開始前に

引継ぎを終了させること。 


